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第４次鳴門市男女行動計画策定支援業務仕様書 

 

１ 業務の名称 

  第４次鳴門市男女行動計画策定支援業務 

 

２ 業務の目的 

第３次鳴門市男女行動計画（鳴門パートナーシッププランⅢ（サード）ステージ）の計画期間

が令和７年度をもって満了することから、社会環境の変化を踏まえつつ、本市における男女平等・

男女共同参画社会の形成を更に促進するため、新たに第４次鳴門市男女行動計画を策定するにあ

たって、現状と課題の整理、必要となる資料の作成、計画書の作成など、計画策定に必要な支援

を行うことを目的とする。 

 

３ 履行期間 

  契約締結日から令和８年３月３１日まで 

 

４ 主管課 

鳴門市健康福祉部人権推進課 

  電話  ０８８－６８４－１１４８ 

  ＦＡＸ ０８８－６８４－１５２２ 

  電子メール jinkensuishin@city.naruto.i-tokushima.jp 

 

５ 業務内容 

（１）現状把握等基礎調査に係る業務 

① 社会情勢、鳴門市における課題の抽出・整理 

男女共同参画の視点から地域特性を分析し、既存資料・関連計画との照合により、本市にお

ける男女共同参画の現状把握と今後の課題を抽出・検討する。また、本市の各種計画の推進状

況等、関連計画を把握する。 

② 各種文献、資料などの収集整理 

男女共同参画社会の推進に向けた国、県などの上位計画・関連計画を把握する。 

（２）現行計画の評価・検証 

現行施策の推進状況、課題、新規施策案等について調査を実施し、現行計画の評価・検証を 

行う。 

（３）計画骨子案・計画素案の作成 

本計画は、「男女共同参画社会基本法」第１４条第３項に基づく市町村男女共同参画計画、「配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」（ＤＶ防止法）第２条の３第３項に基

づく市町村基本計画、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（女性活躍推進法）

第６条第２項に基づく市町村推進計画、「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」（困

難女性支援法）第８条第３項に基づく市町村基本計画として位置付けるものとし、令和６年度に
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実施した市民・事業所アンケート調査結果をはじめとした各種基礎調査結果をもとに、関連する

法令や、国及び県の計画や本市の諸計画との整合性を図りながら本市の新たな男女共同参画施策

の方向性を示した計画骨子案、計画案を作成し提案するとともに、審議会等での検討をふまえ、

修正作業を行う。 

なお、ＤＶ防止基本計画、女性活躍推進計画、困難女性支援基本計画については、男女行動計

画と一体となるよう計画体系を工夫すること。 

 

（４）パブリックコメントの実施支援 

計画案についてのパブリックコメントを本市が実施するにあたり、実施方法や意見のとりまと

めに関する支援を行うとともに、パブリックコメント用資料を作成する。 

 

（５）各種会議等の運営支援 

計画の策定に関する検討、審議及び決定を行う各種会議に出席し、会議資料の作成、会議運営

支援、議事録の作成を行い、会議内容を計画素案に反映させる。会議は４回程度を予定するが、

会議の進捗等により増減があり得る。 

 

（６）計画書及び概要版の編纂 

審議会等の検討結果をふまえて、内容の補修正作業を行うとともに、計画書及び概要版の編纂

作業を行う。イラストや図表等を取り入れ、住民に分かりやすく、親しみやすい構成・デザイン

とすること。 

 

６ 成果品 

成果品については、次に指定する印刷物及びデータを収めたＣＤ-Ｒ又はＤＶＤ-Ｒとする。 

①  第４次鳴門市男女行動計画本編 

Ａ４判１００頁程度、表紙カラー刷、本文２色刷、２００部 

②  第４次鳴門市男女行動計画概要版 

Ａ４判、８頁程度、４色刷、７００部 

③ 上記①及び②のデータ（Ｗｏｒｄ形式及びＰＤＦ形式） 

  

７ その他 

(1) 受託者は、本業務の全部を第三者に委託してはならない。ただし、本業務の一部の委託につい

て、本市に確認の上、承諾を得た場合はこの限りではない。 

(2) 業務遂行にあたり、個人情報の保護に関する法律等の法令を遵守し、業務上知り得た個人情報

等秘密事項について、第三者に漏らしてはならない。 

(3) 本業務における成果及び資料に関する著作権及び所有権はすべて本市に帰属するものとし、本

市の許可なく外に利用、公表または貸与してはならない。 

(4) 受託者は担当課から申し出があった場合、担当課に出向き調整等を行うものとする。 

(5) 本仕様書に定めのない事項や業務の遂行にあたって疑義が生じた場合は、その都度、本市と受

託者双方の協議のうえ決定するものとする。 


